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公布された条例等のあらまし

（規則第87号）◇児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

１ 規則の概要

⑴ 児童福祉法の改正により、障害児施設給付費が障害児入所給付費に改められたこと等に伴う規定及び様式の整備

（第13条―第15条・第17条―第17条の３・様式第９号―様式第16号の５関係）

⑵ 引用する条項の整理

⑶ その他様式の整備

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

規 則

児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年10月５日

島根県知事 溝 口 善兵衛

島根県規則第87号

児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

児童福祉法施行細則（昭和27年島根県規則第72号）の一部を次のように改正する。

第13条の見出し中「障害児施設給付費等」を「障害児入所給付費等」に改める。

第14条の見出し中「障害児施設給付費等」を「障害児入所給付費等」に改め、同条第１項中「障害児施設給付費」を

「障害児入所給付費」に、「施設給付決定」を「入所給付決定」に改め、同条第２項中「施設受給者証」を「入所受給者

証」に改め、同条第３項中「障害児施設医療費」を「障害児入所医療費」に、「施設給付決定保護者」を「入所給付決定

保護者」に、「障害児施設医療受給者証」を「障害児入所医療受給者証」に改める。

第15条第１項中「施設給付決定保護者」を「入所給付決定保護者」に改め、同条第２項中「施設給付決定保護者」を

「入所給付決定保護者」に、「、施設受給者証」を「、入所受給者証」に、「施設受給者証等」を「入所受給者証等」に

改める。

第17条の見出し及び同条第２項中「施設受給者証等」を「入所受給者証等」に改める。

第17条の２の見出し中「施設給付決定」を「入所給付決定」に改め、同条第１項中「施設給付決定の」を「入所給付決

定の」に、「施設給付決定保護者」を「入所給付決定保護者」に改め、同条第２項中「施設受給者証等」を「入所受給者

証等」に改める。

第17条の３の見出し中「高額障害児施設給付費」を「高額障害児入所給付費」に改め、同条第２項中「高額障害児施設

給付費」を「高額障害児入所給付費」に、「施設給付決定保護者」を「入所給付決定保護者」に改める。

第18条の２第２項中「第34条の19第１項」を「第34条の20第１項」に改め、同条第３項中「第34条の19第２項」を「第

34条の20第２項」に改める。

第34条第１項中「第34条の３第１項」を「第34条の４第１項」に改め、同条第２項中「第34条の３第２項」を「第34条

の４第２項」に改め、同条第３項及び第４項中「第34条の３第３項」を「第34条の４第３項」に改める。

第35条第１項中「第34条の11第１項」を「第34条の12第１項」に改め、同条第２項中「第34条の11第２項」を「第34条

の12第２項」に改め、同条第３項及び第４項中「第34条の11第３項」を「第34条の12第３項」に改める。

第36条第１項中「第34条の14第１項」を「第34条の15第１項」に改め、同条第２項中「第34条の14第２項」を「第34条

の15第２項」に改め、同条第３項及び第４項中「第34条の14第３項」を「第34条の15第３項」に改める。

様式第９号を次のように改める。
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（第13条関係）様式第９号

（障害児入所給付費 特定入所障害児食費等給付費）

支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書

島根県 児童相談所長 様

次のとおり申請します。

申請年月日 年 月 日

フ リ ガ ナ

申 生 年 月 日 年 月 日
氏 名 ㊞

請

者 〒
居 住 地

電話番号

生 年 月 日 年 月 日
フ リ ガ ナ

支 給 申 請 に 係 る

児 童 氏 名 続 柄

精神障害者保健
身体障害者手帳番号 療育手帳番号

福祉手帳番号

保険者名及び番号 被保険者証の記号

（※） 及び番号（※）

（※） 「保険者名及び番号」欄及び「被保険者証の記号及び番号」欄は、障害児入所医療を希望する場合に記入

してください。

利用中のサービスの種類と内容等

障 害 福 祉 サ ー ビ ス

利用中のサービスの種類と内容等

障 害 児 通 所 支 援

申請する支援の種類・申請に係る具体的内容

障 □ 障害児入所支援
種

害

児

入

所 □ 指定医療機関
類

給

付

費

サ
ー
ビ
ス
利
用
の
状
況

申

請

す

る

サ

ー

ビ

ス

の

種

類

等

具
体
的
内
容
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□ Ⅰ 負担上限月額に関する認定（下記Ⅱの軽減措置適用前）

下記の区分の適用を申請します（当てはまるものの番号を○で囲んでください。いずれにも当ては

まらない場合は、空欄としてください。）。

１ 生活保護世帯

２ 市町村民税非課税世帯に属する者であって、合計所得金額及び障害基礎年金等の収入の合計額が

80万円以下のもの

３ 市町村民税非課税世帯に属する者であって、２以外のもの

４ 市町村民税課税世帯に属する者であって、市町村民税所得割額が28万円未満のもの

□ Ⅱ 医療型個別減免に関する認定

医療型障害児入所施設入所者であるため、医療型個別減免を申請します。

※ 対象施設は、障害児入所給付費及び障害児入所医療費の対象となる入所施設です。

□ Ⅲ 特定入所障害児食費等給付費に関する認定（医療型施設を除く。）

障害児入所施設入所者であるため、特定入所障害児食費等給付費を申請します。

□ Ⅳ 生活保護への移行予防措置（定率負担減免措置、特例補足給付）に関する認定

生活保護への移行予防措置（□ 定率負担減免措置 □ 特例補足給付）を申請します。

※ 福祉事務所が発行する境界層対象者証明書が必要となります。

注 上記申請内容を確認できる書類（世帯状況・収入等申告書等）を添付してください。

□ 18歳以上で特別支援学校在学中 （学校名）

申 請 書 提 出 者 □ 申請者本人 □ 申請者本人以外（下の欄に記入してください。）

フ リ ガ ナ 申 請 者

氏 名 ㊞ との関係

〒
住 所

電話番号

申

請

す

る

減

免

の

種

類
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号外第141号 島 根 県 報 平成24年10月５日

様式第10号中「障害児施設給付費」を「障害児入所給付費」に、「、受給者証」を「、入所受給者証」に、

「 「 「 「

入所受給者証 施設給付決定保 入所給付決定
受給者証番号

を に、 を に、「施設支援」を「入所
番号 護者氏名 保護者氏名

入所給付決定 給付決定に係る 入所給付決定に
給付決定日

日 児童氏名 係る児童氏名

」 」 」 」

支援」に、「障害児施設医療費」を「障害児入所医療費」に、

「

２ また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、島根県を

を
被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）提起することができます。ただ

し、前記の審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決の送達を受けた日

の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

」

「

２ また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、島根県を

被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）提起することができます。ただ

に
し、前記の審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決の送達を受けた日

の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

問合せ先

島根県 児童相談所 住所 電話番号

」

改める。

様式第11号中「障害児施設給付費」を「障害児入所給付費」に、

「

２ また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、島根県を

を
被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）提起することができます。ただ

し、前記の審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決の送達を受けた日

の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

」

「

２ また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、島根県を

被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）提起することができます。ただ

に
し、前記の審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決の送達を受けた日

の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

問合せ先

島根県 児童相談所 住所 電話番号

」

改める。

様式第12号を次のように改める。
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つ

1
2

入
所

給
付

決
定

の
内

容
欄

に
記

載
さ

れ
て

い
な

い
指

定
入

所

い
て

は
、

毎
年

入
所

給
付

決
定

保
護

者
等

の
収

入
等

に
応

じ
て

支
援

に
つ

い
て

は
、

障
害

児
入

所
給

付
費

の
支

給
は

受
け

ら
れ

決
定

し
ま

す
の

で
、

所
定

の
時

期
に

、
こ

の
証

と
認

定
に

必
要

ま
せ

ん
。

な
関

係
書

類
を

こ
の

証
を

交
付

し
た

児
童

相
談

所
に

提
出

し
て

く
だ

さ
い
。

６
給

付
決

定
期

間
を

経
過

し
た

と
き

は
、

障
害

児
入

所
給

付
費

の
支

給
を

受
け

ら
れ

ま
せ

ん
の

で
、

給
付

決
定

期
間

を
経

過
す

る
前

に
こ

の
証

を
交

付
し

た
児

童
相

談
所

に
、

こ
の

証
を

添
え

て
障

害
児
入
所

給
付
費
の
支

給
の
再
申

請
を
し
て

く
だ
さ
い

。
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様式第13号表面中「障害児施設医療受給者証」を「障害児入所医療受給者証」に、

「

居 住 地

を
フ リ ガ ナ 生 年 月 日

氏 名 年 月 日

」

「

フ リ ガ ナ

居 住 地

フ リ ガ ナ 生 年 月 日

氏 名 年 月 日

」

に、「障害児施設医療」を「障害児入所医療」に改め、同様式裏面中「障害児施設医療を受けよう」を「医療型障害児入

所施設に入所しよう」に、「指定障害児施設等」を「指定障害児入所施設等」に、「障害児施設医療の負担については」

を「障害児入所医療の負担上限月額は」に、「障害児施設医療の」を「障害児入所医療の」に、「施設給付決定保護者

等」を「入所給付決定保護者等」に、「障害児施設医療費」を「障害児入所医療費」に、「障害児施設給付費」を「障害

児入所給付費」に、「御連絡又は御相談」を「ご連絡又はご相談」に改める。

「 「

様式第14号中「障害児施設給付費」を「障害児入所給付費」に、 を に、
受給者証 入所受給

番号 者証番号

」 」

「

精神障害者保

身体障害者手帳番号 療育手帳番号 健福祉手帳番

号

被保険者証の

記号及び番号
保険者名及び番号

を

変 更 の 理 由

」

「

精神障害者保

身体障害者手帳番号 療育手帳番号 健福祉手帳番

施
設
給
付
決
定
保
護
者

入
所
給
付
決
定
保
護
者

号外第141号 島 根 県 報 平成24年10月５日
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号

変 更 の 理 由

」

に、

「

□ Ⅰ 負担上限月額に関する認定

下記の区分の適用を申請します。（あてはまるものの番号を○で囲んでください。いずれにも当て

はまらない場合は空欄としてください。）

１ 生活保護受給世帯

２ 市町村民税非課税世帯に属する者であって、合計所得金額及び障害基礎年金等の収入の合計額が

80万円以下のもの

３ 市町村民税非課税世帯に属する者であって、２以外のもの

４ 市町村民税課税世帯に属する者のうち、施設通所者又は20歳未満の施設入所者であって、市町村

申 民税所得割額が28万円未満（18歳以上の施設通所者の場合は、16万円未満）のもの

請 ※ 18歳以上（施設に入所する場合は、20歳以上）の方の「世帯」の範囲は、「障害のある方及び同

す 一の世帯に属する配偶者」です。以下同じ。

る 【福祉型施設入所の方のみ記入】

を
減 □ Ⅱ 特定入所障害児食費等給付費（補足給付）に関する認定

免 下記のいずれにもあてはまるため、特定入所障害児食費等給付費を申請します。

の ＜施設を利用する方が20歳以上の場合＞ ＜施設を利用する方が20歳未満の場合＞

種 １ 施設入所者であること。（年齢 歳） １ 施設入所者であること。

類 ２ 生活保護受給世帯又は市町村民税非課税世帯であること。 （年齢 歳）

【医療型施設入所の方のみ記入】

□ Ⅲ 医療型個別減免に関する認定

下記のいずれにもあてはまるため、医療型個別減免を申請します。

＜施設を利用する方が20歳以上の場合＞ ＜施設を利用する方が20歳未満の場合＞

１ 施設入所者であること。（年齢 歳） １ 施設入所者であること。

２ 市町村民税非課税世帯であること。 （年齢 歳）

□ Ⅳ 生活保護への移行予防措置（定率負担減免措置、特例補足給付）に関する認定

生活保護への移行予防措置（□ 定率負担減免措置 □ 特例補足給付）を申請します。

※ 福祉事務所が発行する境界層対象者証明書が必要となります。

」

「

□ Ⅰ 負担上限月額に関する認定
変

下記の区分の適用（の変更）を申請します（当てはまるものの番号を○で囲んでください。いずれ
更

9
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にも当てはまらない場合は空欄としてください。）。
申

１ 生活保護受給世帯
請

２ 市町村民税非課税世帯に属する者であって、合計所得金額及び障害基礎年金等の収入の合計額が
す

る に
80万円以下のもの

３ 市町村民税非課税世帯に属する者であって、２以外のもの
減

４ 市町村民税課税世帯に属する者であって、市町村民税所得割額が28万円未満のもの
免
□ Ⅱ 生活保護への移行予防措置（定率負担減免措置、特例補足給付）に関する認定

の
生活保護への移行予防措置（□ 定率負担減免措置 □ 特例補足給付）（の変更）を申請しま

種
す。

類
※ 福祉事務所が発行する境界層対象者証明書が必要となります。

」

改める。

「 「

入所受給者証
受給者証番号

様式第15号中「障害児施設給付費」を「障害児入所給付費」に、 を に、
番号

入所給付決定
給付決定日

日

」 」

「 「

施設給付決定保 入所給付決定

を に、「障害児施設医療費」を「障害児入所医療費」に、
護者氏名 保護者氏名

給付決定に係る 入所給付決定に

児童氏名 係る児童氏名

」 」

「

２ また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、島根県を

を
被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）提起することができます。ただ

し、前記の審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決の送達を受けた日

の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

」

「

２ また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、島根県を

被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）提起することができます。ただ

に
し、前記の審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決の送達を受けた日

の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

問合せ先

島根県 児童相談所 住所 電話番号

」

改める。

「 「

様式第16号中 を に、
受給者証 入所受給

番号 者証番号

10
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」 」

「 「

給付決定に係る 入所給付決定に
を に、「施設給付決定保護者」を「入所給付決定保護者」に改める。

児童氏名 係る児童氏名

」 」

様式第16号の２中「受給者証（医療受給者証）再交付申請書」を「入所受給者証（医療受給者証）再交付申請書」に、

「受給者証（医療受給者証）の」を「入所受給者証（医療受給者証）の」に、

「 「

給付決定に係る 入所給付決定に
「 「

児童氏名 係る児童氏名

を に、 を に、「受給者証（医療受給者証）
受給者証 入所受給

番号 者証番号
施設支援の種類

支 援 の 内 容 」 」
及び内容

」 」

を」を「入所受給者証（医療受給者証）を」に改める。

様式第16号の３中「給付決定取消通知書」を「入所給付決定取消通知書」に、「給付決定を」を「入所給付決定を」

「 「

「 「

に、 受給者証番号 を に、 を に、「受給者証（」を
入所受給者証 給付決定保護者 入所給付決定

番号 氏名 保護者氏名

」 」

」 」

「入所受給者証（」に、

「

２ また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、島根県を

を
被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）提起することができます。ただ

し、前記の審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決の送達を受けた日

の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

」

「

２ また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、島根県を

被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）提起することができます。ただ

に
し、前記の審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決の送達を受けた日

の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

問合せ先

島根県 児童相談所 住所 電話番号

」

改める。

「

11
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様式第16号の４中「高額障害児施設給付費」を「高額障害児入所給付費」に、 申 請 者 氏 名 を

」

「 「 「

給付決定に係る 入所給付決定に
申請者氏名（入

所給付決定保護 に、 を に、
児童氏名 係る児童氏名

者等氏名）

」 」 」

「 ※ 申請者と同一世帯の他の支給決定障害者等全員分の申請書を併せて提出してください。

申 請 書 提 出 者 □ 申請者本人 □ 申請者本人以外（下の欄に記入してください。） を

」

「 ※ 申請者と同一世帯の他の支給決定障害者等全員分の申請書を併せて提出してください。

高額障害児入所給付費を下記の口座に振り込んでください。

（金融機関名） （店舗名） 種 目 口座番号

１ 普 通

２ 当 座

３（ ） に
口座振替依頼書 金融機関コード 店舗コード

フ リ ガ ナ

口 座 名 義 人

申 請 書 提 出 者 □ 申請者本人 □ 申請者本人以外（下の欄に記入してください。）

」

改める。

様式第16号の５中「高額障害児施設給付費支給（不支給）決定通知書」を「高額障害児入所給付費支給（不支給）決定

通知書」に、「高額障害児施設給付費については」を「高額障害児入所給付費については」に、

「

施設給付決定 受 給 者

を
保護者氏名 証 番 号

給付決定に係

る児童氏名

」

「

入所給付決定 入所受給

に、
保護者氏名 者証番号

入所給付決定に

係る児童氏名

」

「

不 支 給 の 理 由 を

12
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不服申立て及び取消訴訟 」

「

不 支 給 の 理 由

金 融 機 関

口 座 種 目
振込先

口 座 番 号

口 座 名 義 人

不服申立て及び取消訴訟 」

に、

「２ また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、島根県を被

を
告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）提起することができます。ただし、

前記の審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日

から起算して６か月以内に提起することができます。 」

「２ また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、島根県を被

告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）提起することができます。ただし、

に
前記の審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日

から起算して６か月以内に提起することができます。

問合せ先

島根県 児童相談所 住所 電話番号 」

改める。

様式第17号の３中「第６条の３」を「第６条の４」に改める。

様式第18号中「第34条の19第１項第 号」を「第34条の20第１項第 号」に改める。

様式第30号中「第34条の３第１項」を「第34条の４第１項」に改める。

様式第31号中「第34条の３第２項」を「第34条の４第２項」に改める。

様式第32号中「第34条の３第３項」を「第34条の４第３項」に改める。

様式第34号中「第34条の11第１項」を「第34条の12第１項」に改める。

様式第35号中「第34条の11第２項」を「第34条の12第２項」に改める。

様式第36号中「第34条の11第３項」を「第34条の12第３項」に改める。

様式第38号中「第34条の14第１項」を「第34条の15第１項」に改める。

様式第39号中「第34条の14第２項」を「第34条の15第２項」に改める。

様式第40号中「第34条の14第３項」を「第34条の15第３項」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際この規則による改正前の児童福祉法施行細則（以下「改正前の規則」という。）様式第12号によ

る施設受給者証で現に障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間におい

て障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律（平成22年法律第71号）第５条の規定による改正

前の児童福祉法（昭和22年法律第164号）第24条の３第６項の規定により交付されているもの及び改正前の規則様式第
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13号による障害児施設医療受給者証で現に改正前の規則第14条第３項の規定により交付されているものは、それぞれそ

の有効期間中に限り、この規則による改正後の児童福祉法施行細則（以下「改正後の規則」という。）様式第12号によ

る入所受給者証及び改正後の規則様式第13号による障害児入所医療受給者証とみなす。
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